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Ⅰ はじめに

（検討の背景）

仕事と生活の調和を実現することは、今後とも活力ある社会を維持していく上

で、欠かすことのできないものである。

平成19年12月には、関係閣僚、経済界・労働界・地方公共団体の代表者等から

なる「官民トップ会議」において、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策定され、これら

を踏まえ、国においても、仕事と生活の調和の実現に向けた社会的気運の醸成や

長時間労働の抑制等に取り組んでいるところであり、仕事と生活の調和の実現に

向けた関心は高まりつつある。

しかし、多くの企業等では、仕事と生活の調和に向けた取組の必要性を理解し

ながらも、多岐にわたる課題について具体的な解決策を見いだすことができずに

模索している状況にある。仕事と生活の調和の実現に向けて助言する者を求める

ニーズはあるものの、その要請に応えられる仕事と生活の調和の実現に向けて企

業等への助言等を行う専門家（仕事と生活の調和推進専門家（ワーク・ライフ・

バランス推進コンサルタント））（以下「専門家」という。）－企業、個人にとっ

ての仕事と生活の調和の実現に向けた取組が社会経済の活性化につながることを

理解し、その実現の担い手（経営者、職場の管理職、個々の労働者）に適切なア

プローチを施し、さらには仕事と生活の調和の実現を困難にしている課題への解

決策を提案できる人材－が極めて少ないのが現状であり、その養成が急務となっ

ている。

既に平成20年11月に、

○ 専門家に求められる役割

○ 専門家に必要な能力要件（受講者に係る要件も含む。）

○ 専門家の養成に必要な講習内容（カリキュラム）

等について検討を行うため、「仕事と生活の調和の推進に係る専門家のあり方検討

委員会」（以下「検討委員会」という。）が設置され（社団法人全国労働基準関係

団体連合会、厚生労働省委託事業）、本年３月に報告書がまとめられている。
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（研究会の目的）

このような状況の下、専門家養成のための具体的仕組み等をさらに検討するた

め、「仕事と生活の調和を推進する専門家養成のあり方に関する研究会」が、厚生

労働省労働基準局長の求めに応じ、平成21年７月から同年９月までに計３回にわ

たって開催され、検討委員会での報告書の内容も踏まえつつ、報告書を取りまと

めたところである。（参集者名簿は別紙１、審議経過は別紙２を参照）

（一定水準を有する専門家養成の必要性）

専門家の養成に当たっては、官と民がそれぞれの役割を果たす必要がある。

いくつかの地方自治体等では、企業等において専門家を求めるニーズがあるこ

とを受け、既に専門家の養成に向けて独自に講習が行われているが、講習の内容

等が様々であるため、養成された専門家の有する知識・能力等に差がある現状が

うかがえる。

他方、現状においては、民間の創意工夫、民間の活力を積極的に活用しながら、

専門家の養成を図っていくことが適当である。

こうしたことから、国においては、講習修了者が一定水準のスキルを維持でき

るよう、専門家を養成するための講習（以下「講習」という。）について必要な講

習内容、講習を実施する機関（以下「講習機関」という。）として必要な要件等を

提示するなどにより、民間の取組を支援していくことが重要である。

（専門家に求められる役割）

専門家が期待される活動分野を整理すると以下のとおりである。

○ 多様な価値観やライフスタイルを受容できる職場風土や管理職の意識改革

○ 多様な価値観等を有する人材の活用を前提とした働き方や人材活用、時間管理

○ 仕事と生活の調和に関連する人事処遇制度の再構築や人材マネジメントの

改革

○ 仕事と生活の調和を支援するための制度整備

○ 個々の労働者の仕事と生活の調和

専門家の支援の対象は、企業レベル、職場（管理職）レベル、個人（社員）レ

ベルと広範囲に及び、また、その役割は、単に一般的な企業等の仕事と生活の調



*1 社会保険労務士、中小企業診断士、産業カウンセラー、企業の人事労務担当者等を想定

*2 仮に１コマ当たり50分とした場合、50コマ分に相当する時間である。
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和に関する現状診断や支援の必要性に関する啓蒙、情報提供にとどまらず、各社

の課題に応じてオーダーメイドで具体的解決策を提示し、今後の進め方を指導・

支援できる、いわばコンサルティングを行うことが期待される。

したがって、上記の分野について、適切に企業等へ指導などを行うためには、

仕事と生活の調和に関する基本的な理論や知識だけでなく、それらを具体的に展

開できる手法や、経営者、管理職などの理解を高めるためのコミュニケーション

能力とプレゼンテーション能力等を習得しておくことが望ましいと考える。

Ⅱ 講習の在り方

１ 講習内容

講習内容については、検討委員会の報告で取りまとめられた成果を基本とす

ることが適当である。すなわち、仕事と生活の調和を早期に実現させる必要が

あることからすれば、企業の人事労務管理や法律、経営に関する基礎知識を一

定レベル以上有する者
*1
を念頭に置き、速習講習としてのカリキュラムとするこ

とが望ましい。

また、講習内容については、上記Ⅰで述べた専門家に求められる役割を果た

すことができるよう、

○ 仕事と生活の調和支援の必要性

○ 仕事と生活の調和支援の理論と手法

○ 専門家に求められる能力

○ 仕事と生活の調和支援の実践（ケーススタディ）

を講習科目とする。

講義時間は、受講者の負担との均衡を勘案して最低2500分（41時間40分）
*2
と

する。

また、講習の講師については、担当する「講習科目」の分野について、適切



*3 「社会的に認知された資格の有資格者等」については、修了試験が不合格となったが、既に特定の分野にお

いて、一定水準に達していると認められる講習科目がある者も含むことを想定している。
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な専門的知識及びスキルを有する者を選任することが適当である。

上記の考え方を踏まえつつ、講習科目の具体的内容及び講習時間の詳細につ

いては、別紙３のとおりとした。各講習機関はこれを基本とすべきである。た

だし、あくまでも最低基準であることから、より高度な内容としたり、より長

い講習時間とすることも、各講習機関の判断により可能である。

なお、別紙３の講習科目の具体的内容のうち、「レポート作成」及び「提案

書作成」については自宅等での作成も認めてもよいと考える。

２ 実技講習の適正な実施の確保

別紙３の講習科目のうち、「Ⅲ 仕事と生活の調和推進専門家（ワーク・ライ

フ・バランス推進コンサルタント）に求められる能力」及び「Ⅳ 仕事と生活の

調和支援の実践」については、プレゼンテーション等の実技を行うことから、

実施マニュアルの作成等によって質的確保を図るほか、受講人数については、

プレゼンテーション等の実技が適正に行える範囲とするなど、その適正な実施

を確保する必要がある。

３ 講習科目の免除

例えば、社会保険労務士であれば、労働基準法等の労働関係法令についての

知識を既に有していることから、労働関係法令の講習については、その受講を

免除してもよいと考えられる。

このように、講習機関が設定する講習科目の中に、社会保険労務士、中小企

業診断士、産業カウンセラー等社会的に認知された資格の有資格者等*3が相当の

知識やスキルを有していることが明らかな科目がある場合には、当該科目を免

除することとしても差し支えないと考えられる。

４ ビデオ・ネット等による通信講座



*4 修了試験の実施時期については、全講習科目を受講した後とするのではなく、既に受講した講習科目に係る

試験から随時行うことも認めてよいと考える。
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仕事等で多忙な者や地方に住む者が講習を受講しやすい環境を整備する観点

から、ビデオやインターネット等の通信機器を利用しての受講も容認すべきで

ある。

ただし、通信機器を使用する講習は、特定の場所に複数の受講者が集まって

講習を行う場合と同等の教育効果が得られるときに限るものとし、その際には、

講義内容に関する質問や課題等を受け付ける仕組みを設けるなど、受講者をフ

ォローアップし、適正な受講を担保する体制の整備が必要である。

５ 受講資格

講習の内容については、Ⅱの１で述べたとおり、企業の人事労務管理や法律、

経営に関する基礎知識を一定レベル以上有する者が受講することを念頭に置い

ているが、受講希望者が有する資格や経歴等によって受講対象者を特定するこ

とは困難であることから、受講資格は限定しないことが適当である。

Ⅲ 修了試験の在り方

１ 修了試験の意義

専門家としての資質を確保するためには、単に講習を受講しただけではなく、

講習を受講した結果、専門家に必要な知識等を習得しているか否かを見極める

必要があることから、各講習機関において当該講習の習得度を確認する修了試

験
*4
（以下「修了試験」という。）を実施することが不可欠である。

２ 修了試験受験者の要件

修了試験は、試験だけで判定を行ういわゆる検定試験ではなく、講習の結果

として必要な知識等を習得しているか否かを見極めるためのものであり、修了

試験受験者は、免除が認められた講習科目以外のすべての講習科目を受講した
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者に限定することが適当である。

ただし、講義を一部受講できなかった者については、補講やレポートの提出

など、講習機関が設ける講義の代替措置を受けた場合には、修了試験の受験を

認めてもよいと考える。

３ 修了試験の方法

修了試験は、講習内容を理解しているか否かを評価する観点から、別紙３の

「Ⅰ 仕事と生活の調和支援の必要性」及び「Ⅱ 仕事と生活の調和支援の理論

と手法」に係る内容は「学科試験」で行い、「Ⅲ 仕事と生活の調和推進専門家

（ワーク・ライフ・バランス推進コンサルタント）に求められる能力」及び「Ⅳ

仕事と生活の調和支援の実践（ケーススタディ）」に係る内容については「実

技試験」で行うことが適当である。ただし、「実技試験」については、講習時

における発表内容や提案書の内容等を評価し、各講習機関が定める一定の基準

を満たす者については、「実技試験」を合格したものとみなす取扱いを認めて

もよいと考える。

４ 出題数及び試験時間

講習機関は、学科試験及び実技試験それぞれについて、適正な出題数及び試

験時間を設定すべきである。なお、修了試験は、講習で付与される知識等を習

得しているか否かの確認のために実施されるものであるから、各講習科目の重

要性に配慮しつつ、講習内容から万遍なく出題することが必要である。

５ 採点基準及び合否基準

講習機関は、学科試験及び実技試験それぞれについて、出題形式、出題数、

難易度等を勘案し、適正な配点を設定する必要がある。また、学科試験におけ

る記述式又は論述式による出題、実技試験における出題については、採点基準

を明確かつ客観的なものとすべきである。

合否については、出題形式、出題数、難易度等を勘案し、適正な基準を設定

する必要がある。また、学科試験及び実技試験それぞれについて、いずれか一

方が一定水準に達しない場合又は特定の分野における理解度・習得度が著しく
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低い場合は合格としないものとすべきである。

修了試験に不合格となった者の取扱いについては、必要な補講を受講するこ

とにより、再度、修了試験の受験を認めるなど合理的な範囲内で講習機関の裁

量に委ねてもよいと考える。この場合、既に特定の分野において、一定水準に

達していると認められている講習科目については、当該科目の試験を免除して

もよいと考える。

６ 修了試験の免除

Ⅳの３で述べたとおり、講習機関が設定する講習科目の中に、有資格者等が

一定の講習科目の受講を免除された項目については、当該講習項目の修了試験

も免除してよいと考える。

Ⅳ 講習機関の在り方

講習の適正な実施を確保するためには、講習科目だけでなく、講習機関につい

ても、必要な施設、設備を有するとともに、適切に講習を実施できる組織体制や

責任体制が取られていることを確認する必要がある。具体的には、以下の内容が

考えられる。

（講習に係る組織体制及び責任体制）

○ 講習を適切に実施するために講習業務全般を統括する者（以下「統括責任者」

という。）を置くこと。

○ 統括責任者の下に必要な組織を整備し、各組織の業務の範囲及び講習業務の運

営に対する責任を明確にするとともに、必要に応じて業務の運営責任者を置くこ

と。

○ 法人格を有すること、類似する講習業務の運営の実績を１年以上有すること

等、講習業務について一定の水準を保ちつつ継続的に運営する能力を有するこ

と。

○ 例えば、国の助成金制度に関して不正を行ったことがないなど、講習機関と

して不適当とは認められないこと。
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（施設・設備、講習業務の管理、修了試験に当たる者の選任）

○ 講習を滞りなく遂行するに足りる施設・設備、人的体制を確保していること。

○ 講習機関は、講習業務の適正かつ確実な実施のため、講習実施規程を定める

こと。また、講習業務の管理に当たっては、講習実施規程に定めたとおり講習

業務が運営されていることを確認すること。

○ 修了試験問題の作成、採点基準の設定、修了試験(論述式等)の採点、合否の

判定等に当たる者について、

・ 修了試験科目における各分野において、適切な専門的知識及びスキルを有

する者を選任すること。

・ 修了試験科目全体を網羅できる体制を確保するとともに、複数人の体制を

とること等により客観性・公平性を確保すること。

（講習料、講習の実施計画等）

○ 講習料は、講習を実施するために必要な範囲内で合理的に算定した額である

こと。

○ 講習を年１回以上、継続的に実施すること。また、講習に係る実施計画(日程、

実施場所、受講定員等)を策定すること。

（講習修了者に対する支援、講習情報等の公表）

○ 講習修了者が、継続的に適切な仕事と生活の調和に関するコンサルティング

を実施していくために、専門家としての能力の保持向上に継続的に取り組んで

いけるよう、フォローアップ講習を設けるなど、必要な支援を可能な限り行う

こと。

○ 講習等に関する情報の公表を行うこと。また、当該情報の公表に当たっては、

受講しようとする者が適切な選択を行うことができるよう、講習内容、日程・

実施場所、受験料に関する情報を必ず示すものとすること。

（守秘義務、個人情報の取扱い）

○ 修了試験の公正な実施を確保するため、修了試験業務に携わる者に対し、職

務上知り得た情報に関する守秘義務を課すこと。
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○ 講習の実施によって得られた個人情報については、個人情報の保護に関する

法律等に基づき、適切な管理を行うこと。

Ⅴ 国による講習等の確認

１ 国による確認

講習、修了試験及び講習機関の在り方については、ⅡからⅣまでで述べた内

容を要件としたところであるが、専門家として信頼を受け、企業等が安心して

活用できるようにするためには、以上の要件を満たす講習及び講習機関につい

て公的な機関が確認し、公表することが効果的である。

このため、国は、各講習機関が実施する専門家講習について、必要な要件を

満たすかどうかを事前に確認し、要件を満たしている場合には、当該講習機関

に対して通知を行うとともに、当該講習機関及び講習名を公表することが適当

である。

２ 具体的な講習及び講習機関の確認等の仕組み

各講習機関が実施する講習についての確認手続の具体的イメージについて別

紙４に示した。また、確認後に確認された内容が引き続き要件を満たすことを

保証するため、以下のような措置が必要であると考える。

（確認の有効期間）

確認の有効期間は、原則として確認日から３年間とすること。

（講習機関からの年次報告等）

講習機関は、有効期間中の講習の実施状況等に関する報告のため、毎年度当初、

・ 前年度における講習の実施状況等

・ 当該年度における講習の実施計画

を国に提出すること。

また、講習機関は、国から講習の実施に関し必要な資料の提出を求められた

ときは、速やかに当該資料を提出すること。
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（講習の廃止）

講習機関は、確認を受けた講習を廃止するときは、あらかじめ、廃止の時期

及び理由を明記した書類を国に提出するとともに自社のホームページなどで公

表すること。

（講習の変更及び取消し）

講習機関は、名称、所在地、講習実施規程のほか、実質的な内容等を変更す

るときは、変更内容及びその理由を記載した書類を国に提出すること。

また、国は、講習機関が次の事項に該当するときは、確認を取り消すことが

できること。

・ 「講習内容に係る要件」等を満たさなくなったとき

・ 確認手続に関し、不正の行為があったとき

・ 講習を適正かつ確実に実施できないと認められるとき 等

３ 講習を修了した専門家に係る情報の提供

企業等が専門家を活用するに当たって、専門家に関する適正な情報を事前に

得られることが必要であることから、以下のような仕組みを設けることが適当

と考える。

（修了証の発行）

講習機関は、講習を修了した者に対し、修了証の発行を行うこと。なお、

修了証の様式については、講習を修了した者であるか否かを明確にする観点

から統一すること。

（情報発信サイト）

講習修了者のうち、企業等に対するコンサルティング業務を希望する者の

氏名、講習機関名、講習名及び講習修了年度等の情報を掲載・発信するもの

として情報発信サイトを整備すること。

なお、サイトに掲載する内容は、定型的なもので真正さが確認できるもの

とし、各講習修了者が更なる自己ＰＲをする場合は、自身のホームページへ
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のリンク等により行うこと。ただし、当該リンクはサイト管理者がその記載

内容について責任を負わない旨の断り書を入れることにより、注意を喚起す

べきであること。

（情報発信サイトの運営方法）

・ 講習修了者のうち、希望する者の申請により掲載すること。

・ 申請者はサイトへ掲載する情報の真正さを証明する資料の添付を行うこと。

・ 氏名等の変更があった場合は、講習修了者から変更届を提出させること。

・ 著しい不正・非行行為のあった講習修了者については、サイトへの掲載

を取り消すこと。

Ⅵ 専門家の活用の促進

多くの専門家が輩出され、企業等において専門家が活用されるようにするため

には、上記Ⅴの３の取組に加えて、以下のような取組が極めて重要であると考え

る。

（制度の周知）

今回創設することとなる専門家養成に関する仕組み（別紙５参照）に対する

周知は不可欠である。

まず、専門家になろうとする者の関心を喚起する必要がある。このため、専

門家の意義、講習機関などについて広報する必要があるが、とりわけ講習の主

な受講対象者と考えられる社会保険労務士等の企業の人事労務管理や法律、経

営に関する基礎知識を一定レベル以上有する者を対象に重点的に周知を行うべ

きである。

次に、講習が提供されることが重要であり、民間をはじめとする講習機関に

対して専門家養成の意義、講習内容の確認手段などについて周知することが必

要である。

さらに、専門家を実際に活用するのは企業等であることから、専門家活用の

有用性に関する企業等の認識を高めるための広報が極めて重要である。また、
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後述のように、中小企業に対する支援措置を設ける場合、その支援措置につい

ても周知することが適当である。

（中小企業への支援）

今回の仕組みにより専門家が多数輩出されたとしても、中小企業においては、

コンサルタント料を支払うことにより一時的なコスト増となることへの懸念か

ら、このような専門家を活用することに躊躇することも考えられる。

このようなことから、国が定める要件を満たす専門家を活用した中小企業に

対し助成を行うなど金銭的な支援を行うことも検討すべきである。

（自治体・ＮＰＯとの連携）

仕事と生活の調和の推進企業等にとどまらず、地方公共団体や特定非営利活

動法人（ＮＰＯ法人）でも取り組まれるべきことから、これらに対して専門家

の活用を働きかけることが適当である。

（支援窓口の設置）

法令改正や企業の先進事例、支援を希望する企業に関する情報等の最新情報

を専門家に提供することは重要である。

また、常時、講習修了者に関する情報を収集し、各企業の課題や要望に応じ

て、専門家に関する適切な情報を企業に提供することも重要である。

このため、今後の課題として、仕事と生活の調和を推進するための支援窓口

の設置について検討することが適当である。

（仕事と生活の調和推進のための診断指標の開発）

専門家がコンサルティングを実施する際、企業等の仕事と生活の調和に関す

る取組状況を客観的に分析することが前提である。

このため、専門家の業務の支援に向けて、仕事と生活の調和に関する企業等

の進展度合いを客観的に判断できる指標を今後開発することが期待される。
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Ⅶ むすびに

平成19年に策定された「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」

には、仕事と生活が調和した社会とは「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感

じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、

子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現で

きる社会」と明記されている。また、同年に策定された「仕事と生活の調和推進

のための行動指針」では、例えば、年次有給休暇の取得率は、平成24年には「60

％」、平成29年には「完全取得」と明記されるなど、合計で14の数値目標が設定さ

れている。

企業、働く者、国及び地方公共団体等は、まずは、行動指針に定める数値目標

の達成に向けてそれぞれの立場から積極的に取り組み、仕事と生活が調和した社

会に近づくことが求められている。

今般、本研究会において検討した専門家の養成は、行動指針の目標達成に向け

た推進力にもなると考えている。今後、本報告書の内容を踏まえ、専門家養成の

ための仕組みが早期に整備され、仕事と生活の調和の実現に向け、さらに前進す

ることを期待したい。

なお、専門家の養成の仕組みが有効に機能しているか、

・ 各講習機関において適切に講習が実施され、専門家が養成されているか

・ 専門家の活用を希望する企業に対して確実に助言等ができるよう、専門家が

各地域に存在しているか

等について、例えば、３年後を目途に検証を行い、必要な見直し措置を講じるな

ど、制度がより良いものとなるよう継続的に努力すべきである。
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別紙１

仕事と生活の調和を推進する専門家養成のあり方に関する研究会

参 集 者 名 簿

渥美 由喜 （株）東レ経営研究所 ダイバーシティ＆ワークライフバラン

ス研究部長

奥田 久美 全国社会保険労務士会連合会 専務理事

木谷 宏 学習院大学経済学部経営学科 特別客員教授

座 長 佐藤 博樹 東京大学 社会科学研究所 教授

水元 明則 （社）中小企業診断協会 専務理事

和田 幸子 （社）日本産業カウンセラー協会 常務理事

（敬称略、五十音順）
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別紙２

仕事と生活の調和を推進する専門家養成のあり方に関する研究会 審議経過

○ 第１回（平成21年７月16日(木)）

・ 今後の検討の進め方について

・ 「仕事と生活の調和推進に係る専門家のあり方についての検討結果報告書」

（平成21年３月）について

・ 専門家養成の基本的スキームについて

・ 主な論点について（第１回）

○ 第２回（平成21年８月28日(金)）

・ 第１回の議論の整理

・ 主な論点について（第２回）

○ 第３回（平成21年９月15日（火））

・ 第２回の議論の整理

・ 仕事と生活の調和を推進する専門家養成のあり方に関する研究会報告書（案）

について
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別紙３

講習科目及び具体的内容

講習科目 具体的内容
時間

（分）

Ⅰ 仕事と １ 企業にとっての仕事と生活の調和支援の必要性 <75>
生活の調 （１）仕事と生活の調和と仕事と生活の調和支援とは何か
和支援の ① 仕事と生活の調和支援の内容
必要性 ・個人による「仕事と生活の調和」と企業による「仕事と生活の調和支援」

・仕事と生活の調和支援の構成：土台(多様な価値観を受容できる職場)、
１階（時間制約を前提とした人材活用・働き方）、２階（活用できる両立支援制度）

② ダイバシティ･マネジメントと仕事と生活の調和、ファミリー･フレンドリーの違い
③ 仕事と生活の調和と仕事と生活の調和支援に対する誤解

（２）企業による仕事と生活の調和支援が必要となった背景
① 家族形態の変化：共働き世帯、一人親家族世帯などの増加
② 男性、女性の価値観の変化と仕事と生活の調和に対する希望と現実

（３）人事戦略としての仕事と生活の調和
・仕事と生活の調和は「新しい報酬」であり、「時代の要請である」ことの理解

（４）仕事と生活の調和支援と雇用機会均等の関係
① 仕事と生活の調和支援と雇用機会均等の取組は車の両輪
② 均等法との関連性

（５）仕事と生活の調和支援と企業経営、人材活用への影響・効果

２ 仕事と生活の調和を実現できる社会を実現することの必要性 <75>
（６）社会的必要性について

① 労働力人口と少子化
② 「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」に至るまでの育児・介護

休業法の改正内容、少子化政策の変遷、次世代法についての概観
③ “くるみん”取得のための認定ポイント
④ 企業の社会的責任（ＣＳＲ）

講義時間（小計） 150

３ レポート作成 100
・講義内容をベースとした「仕事と生活の調和支援への取組の必要性」についてのまとめ

Ⅱ 仕事と １ 休業や短時間勤務が円滑に利用できる環境整備
生活の調 （１）休業と短時間勤務の導入と活用の現状を把握するための対応策 （１）
和支援の ① 導入状況

～

理論と手 ② 社員の制度に対する認知状況 （３）
法 ③ 育児・介護休業法関連知識

（２）制度を活用できる人材マネジメントに係る対応策 <125>
・「順送り方式」を円滑に実行するための日常からの取組

① 恒常的な長時間労働職場の改善
② 職場要員の「多能工」としての育成、情報共有への取組
③ 「お互い様」意識の醸成

（３）制度利用者が出たときの対応策
① 制度利用を職場の活性化に結びつける
② 制度利用を機に仕事の進め方を見直す
③ 能力開発機会に活用 など

（４）上記（２）～（３）に関する具体的な手法
① 仕組み （４）

・休業者職場復帰支援プログラムの導入
・制度利用者が出た場合を勘案した職場体制の構築 <75>
・在宅勤務環境の整備

② 制度利用者が出た場合の円滑な職場運営の仕掛け
・マニュアルの整備／多能工化の実現
・後輩育成に関する取組
・スケジュールの情報共有に関する取組 など

２ 両立支援制度と人事処遇制度の接合 <50>
（１）両立支援制度と人事処遇制度の接合の必要性

① 社員の働き方の変化
・休業や短時間勤務の利用者の増加の可能性

② 制度利用者の不安、不満
（２）人事処遇制度の見直しの基本的な方向
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① 不合理な処遇差を解消する
② 制度利用者と制度非利用者の公正性の担保
③ 制度と運用の透明性の担保

（３）休業、短時間勤務の利用者に関わる評価、昇給、昇格の在り方
① 休業に関して
② 短時間勤務に関して

３ 仕事管理・時間管理について （１）
（１）「時間制約」のある社員の増加についての認識

～

① 仕事と生活の調和社員の増加 （４）
② これまでの仕事・時間管理とこれからの仕事・時間管理の違い

（２）社員の「時間制約」を前提とした人材マネジメントと働き方への転換の必要性の認識 <150>
とその対応策

① 仕事に優先順位をつける取組の徹底
② 過剰品質を解消する取組

（３）「時間制約」を前提とした人材マネジメントと働き方への転換のメリット
① 自律的に働く社員の増加
② リスク対応が可能な職場へ

（４）労働時間及びその管理に関する法令
① 労働基準法、労働時間等設定改善法、安全衛生法
② 各種助成金の紹介と活用

・労働時間関係
・育児介護雇用安定等助成金

（５）上記（２）～（３）に関する具体的な手法
① 仕組み （５）

・業務効率向上のための施策を自ら考える（考えさせる）手法
② 仕掛け <100>

・業務の進捗管理／優先順位管理／時間管理術
・業務の標準化を定めるマニュアルの策定
・品質ガイドラインの策定
・残業削減方法
・集中できる環境作り
・個人スキルの向上のための働きかけ など

４ 職場風土や管理職の意識改革
（１）多様な価値観、生き方、ライフスタイルを受容できる職場づくり （１）

・男性の子育て参加の促進

～

・勤労者の生活優先度の変化 （３）
・男性の育児休業取得希望者の増加
・男性の子育て参加促進における意識面の課題 <50>
・トップ、管理職、従業員（同僚）の意識改革

（２）仕事と生活の調和支援を進めるための仕組み
・取組の必要性と方法論：トップダウンによる方法とボトムアップでの取組方法 など

（３）ダイバシティ・マネジメント
性別、年齢、障害の有無、価値観の違い等を受容する組織＝「ダイバシティ・マネジ

メント」
（４）（１）～（３）に関する具体的な手法

① 仕組み （４）
・各職層への効果的な働きかけ
・全社的な取組／活動への昇華 <100>

② 仕掛け
・アンケート調査、ヒアリング調査等の実施
・意識改革に係るセミナー、研修等の実施
・社内における各種啓蒙活動の実施 など

５ 社員一人ひとりの仕事と生活の調和 <100>
（１）仕事と生活の調和の啓発

・仕事と生活の調和とは…考え方の理解
・生きがいと働きがい…価値観の明確化
・こころと行動…欲求と葛藤、防衛規制の理解
・ライフステージとライフキャリアとは…心理的／職業的発達課題と対処法の理解
・仕事と生活の調和実現のためのキーポイント…時間や情報など諸資源の活用と実践第

一の理解
（２）仕事と生活の調和支援…支援制度と支援内容の紹介
（３）仕事と生活の調和の促進…実践活動事例の紹介

講義時間（小計） 750

Ⅲ 仕事と １ コンサルティング・コミュニケーション <75>



- 19 -

生活の調 仕事と生活の調和支援者のための助言理論・概論
和推進専 ・コンサルタントの責務と役割
門家（ワ ・コンサルティングの基本モデルとプロセス
ーク・ラ ・問題の発見と解決策の立案プロセス
イフ・バ
ランス推
進コンサ ２ ファシリテーティング・コミュニケーション <50>
ル タ ン （１）ファシリテーションの考え方
ト）に求 ・企業変革の技術
められる （２）ファシリテーションの基本スキル
能力 ・対人関係のスキル

・合意形成のスキル

３ リーダーシップ実践トレーニング <100>
リーダー、支援者が備えるべきコミュニケーション・スキル
・コーチングの知識と技法
・アサーションの知識と技法

４ プレゼンテーション能力 <75>
（１）プレゼンテーションの構造化スキル

・ロジカルシンキング（論理的思考法）
（２）「伝わる」表現力

・ビジュアル化
・プレゼンテーション・スキル

講義時間（小計） 300

５ レポート作成 150
講義で習得した知識を元に企業への提案例を作成し、授業でプレゼンテーション、フィ

ードバックを行う。

Ⅳ 仕事と １ 講義とディスカッション
生活の調 下記の３つの実践プランの作成に向けたガイダンスを受講する。また、作成したプラン 300
和支援の を発表し、ディスカッションすることによって、より実態に即した提案ができるよう実践
実践（ケ 力を養成する。
ーススタ
ディ）

講義時間（小計） 300

２ 提案書作成
タイプの異なる３つの企業事例（業種、規模、仕事と生活の調和支援に関する課題を配 750

慮）に対する①課題、②将来どうなっているかの未来像、③その達成に向けた実践プラン
を作成する。

1500
講義時間数合計 （ 2 5

時間）

レポート等作成時間数合計 1000
（ 1 6

・「Ⅰ 仕事と生活の調和支援の必要性」及び「Ⅲ 仕事と生活の調和推進専門家（ワーク・ライフ・バランス推進 時間4
コンサルタント）に求められる能力」で計250分 0分）

・「Ⅳ 仕事と生活の調和支援の実践（ケーススタディ）」は750分

2500
カリキュラム合計時間数 （ 4 1

時間4
0分）

注)１ 時間数欄の<>は目安の時間数で参考とする。
注)２ レポート等の作成については、対応する欄に記載された

時間数で処理が可能な程度の課題を与えるものとする。
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別紙４

講習の確認手続のイメージ図

 

 
講習機関 

② 確認 

厚生労働省 
労働基準局 

 
●学識経験を有

する者 

●実務経験を有

する者 

① 書類の提出 

④ ホームページで公表 

③ 通知 

必要に応じて、専門的事

項に関する意見聴取 

 意見 



講 習 機 関厚 生 労 働 省

仕事と生活の調和推進専門家（ワーク・ライフ・バランス
推進コンサルタント）の養成に係る体系図

別紙５

講 習 機 関

③講習及び修了試験の開発

④申 請
→ 厚生労働省が定める要件に該当する

厚 生 労 働 省

①講習の要件、確認手続等の作成

②公 表
→ 厚生労働省の定める講習の要件、当該要

件に該当するか否かを講習機関が確認
するに当た て必要な手続等を公表 → 厚生労働省が定める要件に該当する

講習及び修了試験を各講習機関に
おいて開発し、厚生労働省へ申請

するに当たって必要な手続等を公表

⑤確 認
→ 講習機関が開発した講習等が厚生労働省の

定める要件に該当するか否かを確認
受 講 者

＜想定される受講者＞

⑥講習機関をホームページに掲載
→ ⑤で確認した講習を実施する講習機関を

厚生労働省のホームページに掲載して、
受講希望者に周知

・ 企業の人事労務管理や
法律、経営に関する基礎知識を
一定レベル以上有する者

（例）社会保険労務士、
中小企業診断士、
産業カウンセラー、
企業 人事労務担当者 等

⑦講習の実施
⑧修了試験の実施
⑨修了証の交付

企業の人事労務担当者 等

情報発信サイト（仮称）
（外部機関への委託等により運営）

⑪修了者名簿の掲載等
→ 専門家に関する様々な情報を国民や

企業等が容易に入手できるための

修 了 者
⑩情報発信サイトへの登録申請

サイトを整備し、幅広く情報提供や
企業と講習修了者のマッチング支援
を行う。

周知 等
※ 講習修了者に対して、法令改正に関する情報など

企業 の助言等のために参考となる情報を提供

企 業 等

※ 国からの支援措置
(例) 講習修了者を活用した中小企業に対する金銭的な支援

企業への助言等のために参考となる情報を提供
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